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Ⅰ　第四次座間市行政改革大綱
１　策定の目的　～　行政改革の取組み経過
本市は昭和６０年９月に、「行政改革の基本方針（第一次座間市行政改革大綱）」を策定し、行政改革に着手しました。平成８年度には、「第二次座間市行政改革大綱」を策定し、その具体的な取組項目として実行計画を定め、地方分権時代に対応する体制の整備に努めました。この第二次大綱の成果をさらに確固たるものにするため、続く１３年２月には、「第三次座間市行政改革大綱」とこれに基づく実行計画を策定し、間断なく行政改革を進めてきました。
しかし、三位一体改革や市税収入の伸び悩みによる歳入の減少、少子高齢化に伴う医療や福祉分野での様々な国の制度改正による歳出の増加により、困難な財政運営を迫られています。また、団塊の世代の大量退職時代を迎え、その豊富な知識と技術を地域や行政に還元していただく手法の検討、環境問題、市民や事業者との協働の推進といった新たな行政需要への対応も必要となりました。
本市では、こうした諸課題への対応と市政の継続的な発展のために、１８年３月に２３年３月までを実施期間とする「第四次座間市行政改革大綱」（以下、「第四次行革大綱」）を策定しました。この第四次行革大綱では、これまでにも実施してきました行政評価（市が実施する事業の評価）を利用し、事務事業を見直したり、重点事業を定め予算を配分したりするなど、行財政運営の簡素化、効率化を推進しました。行政改革はこれまでの事業の在り方を見直すことから、市民の理解と協力が不可欠なものです。本市では行政情報を積極的に市民や事業者へ提供し、情報を共有することで、市民と行政の協働による行政改革を進めていくこととしました。
なお、行政改革は本市においても、永遠の課題であることから、第四次行革大綱の期間終了後も、行政評価などさまざまな手法を用いて、行政改革に取り組んでいきます。
２　第四次行革大綱体系図


[image: image1]
３　実行に当たって　～　実行計画の策定と見直し

第四次行革大綱の実施に当たっては、具体的な取組内容を集約した実行計画を策定しました。この実行計画では、改革項目ごとに実施項目を定め、向こう３年間の計画内容を定め、毎年度の取組状況によって、続く３年間の計画内容を見直していきました。これにより、各計画内容を着実に実施しながら、これを修正したり、新たな実施項目を追加したりするなど、変動する社会経済情勢に迅速かつ柔軟に対応することが可能となりました。

実施項目の追加に当たっては、組織としての検討のほかに業務改善のための「職員提案制度」によって新たな取組内容となったものもあります。この制度によって、職員が担当する業務以外の自主的な研究や調査を行っており、改革改善に対する積極的な動機付けとなっています。
なお、行政改革の取組状況については、広報紙や市ホームページなどを通して市民の皆様に公表しています。

【実行計画見直しの模式図】
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	２２年度


４　推進体制

第四次行革大綱を着実に推進するため、最高決定機関として市長を本部長とする「座間市行政改革推進本部」を設置し、又、その下部組織の執行機関として「改革改善検討委員会」を設置し、効率的な進行管理に努めました。
集中的、横断的に取り組む課題については、改革改善検討委員会の下に各種の「専門部会」を設けて対応しています。平成１９年度は、「組織・機構」「メール配信サービス」の二つの専門部会を追加し、合計七つの専門部会でさまざまなテーマに取り組みました。また、行政改革推進本部及び改革改善検討委員会での決定事項の実施や、各部局の連絡調整については、「行政改革総括推進リーダー」を設置し、迅速に対応しています。このほかに、主任級以下の職員による「行政改革施策等若手職員提言チーム」を設置し、従来の方法にとらわれない斬新で大胆な発想の提言を受け入れることで、改革改善の方策の活性化を促しています。
また、市民への説明責任の一環として、本市の行政改革に関する事項を諮問するための機関として「行政改革審議会」を設置しています。この審議会では、学識経験者を始め、さまざまな分野で活躍されている市民から、幅広い意見をいただいております。
【行政改革推進体制模式図　平成２０年度以前】


[image: image2]
２１年度以降は推進体制を一部見直し、行政改革推進本部を廃止し、その代わり市長をトップとし、行政改革の執行機関として「改革改善検討委員会」から名称改め「行政改革推進委員会」を設置し、簡素で効率的な進行管理に努めました。
【行政改革推進体制模式図　平成２１年以降】
[image: image3]

Ⅱ　参考資料
○職員数の推移（各年４月１日現在）
[image: image4.emf]職員数の推移
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○市税と歳入総額の推移

[image: image5.emf]歳入と市税の推移
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※　２１年度以前は決算額、２２年度は３月専決後の現計予算額、２３年度は当初予算額
○市債の推移
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※①２１年度以前は決算額、２２年度は３月専決後の現計予算額、２３年度は当初予算額

②実質公債費比率は平成１７年度からの数値
Ⅲ　基本方針ごとの取組結果
【基本方針】１　市民が身近に感じる行政の実現
【重点項目】１－１　市民に積極的な情報提供
行政の透明化を推進し、市民が身近に感じる行政の実現と協働のまちづくりを推進するために、絶えず積極的に広範な行政情報の提供を推進します。
【改革項目】１－１－１　一層の情報提供の推進と情報量の拡大
行政が提供する市民にとって必要で有益な情報を一層充実するため、テレビ神奈川を始めとする各メディアを有効に活用します。また、広報紙及び市ホームページの内容を充実させるとともに、見やすく、分かりやすいものにします。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	広報紙の充実
【情報推進課】
	・広報紙の内容の充実について、8ページ版広報の発行回数を増やし情報量の増加を図った

・福祉や税などの分野ごとに関連情報を集中掲載するなど、読む際の利便性も向上
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	広報紙配布場所の増加
【情報推進課】
	
	・広報紙配布場所について、新たに2カ所（合計78カ所）増やし、広報紙及び市ホームページで周知
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	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	市ホームページの内容の充実

【情報推進課】
	・情報の充実と業務の効率化のため、事業担当によるホームページの作成を検討、一部実施

・イベント情報カレンダーによる催し物開催情報の提供を実施
	・市ホームページへＣＭＳ※1を導入し、各担当によるホームページの作成を開始

・ＣＭＳ導入に向けた職員研修の実施
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	ＳＮＳ※2導入と年齢検索機能付加による市ホームページの充実について検討
【情報専門部会】
	・ＳＮＳについては管理運営面から導入を見送り、年齢検索機能付加は有効性が低いことから、情報提供の工夫で対応することとした。
	
	
	
	

	市ホームページにおける行政評価ページの充実
【政策課】
	
	・行政評価を市民に分かりやすく説明するため、内容を簡素化するとともに、キャッチフレーズやイラストを掲載するなどの改善を検討
	・19年度施策評価のダイジェスト版及び20年度まちづくりのための市民アンケートの結果を掲載
	
[image: image17]
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※１　ＣＭＳ（コンテンツ・マネジメント・システム）：ホームページに含まれるテキストや画像などを総合的に管理し、既存ページの編集や新しいページの構築を支援するソフトウエア
※２　ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービス。コミュニティ型の会員制サービスを提供するウェブサイト。
【改革項目】１－１－２　座間市地図情報の提供
都市計画基本図をデジタル化し、全庁における地図情報の基本とします。これにより、道路の埋設物に関する情報や災害時の避難場所などをデジタルマップ（電子地図）として管理することができるとともに、事務効率を向上すること、利用者の利便性を向上することが可能となります。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	都市計画基本図のデジタル化
【都市計画課】
	・道路、上下水道などの施設管理に使用している地図データを統合するため、作業部会を発足し、縮尺などの仕様を決定
	・全庁利用可能な地形図の作成を行い、市民や事業者へ情報を提供する基礎となるシステムを構築
	・運用開始

・都市計画情報を追加データとして登載
	
	

	道路境界確定図の窓口閲覧システムの更改
【道路管理課】
	・窓口閲覧システムの道路境界確定図についてデータの更改
	・世界測地系への座標データ変換の完了

・地形図データの補正
	
	
	


【改革項目】１－１－３　消防活動情報の提供

これまでにも、各種講習会、施設見学、消防訓練等を通して、消防活動情報を分かりやすく提供することに努めてきましたが、ホームページを活用し、救急車の利用方法、火災予防、消防団の活動など消防活動に関するさまざまな情報を積極的にお知らせします。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	消防活動に関するホームページの開設
【消防総務課】
	・市ホームページ内に消防専用ページの開設準備
	・市ホームページに、救急・消防関係のページを開設
	
	
	


【重点項目】１－２　市民満足度の向上

行政評価を的確に行い、その結果を市民アンケート等によりパブリックコメントを求め、高度化・多様化する市民ニーズを的確に把握し、適切に行政サービスへ反映することにより、市民の満足度の向上を図ります。
【改革項目】１－２－１　市民意識の的確な把握

市民の意見や要望を反映した有効的な施策を推進するため、定期的な市民満足度調査を実施します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	市民満足度調査の実施
【広聴相談課】
	・近隣市の実施方法のを調査、調査対象者の抽出方法の検討
	・調査内容、方法の検討
	・20年12月調査の実施
・調査内容分析
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【改革項目】１－２－２　苦情、要望の的確な把握による市民満足度の向上

市民から寄せられた苦情、要望、意見、提言などの内容を原因別に分類し、各担当の対応を含む事例集としてデータベース化し、庁内に配信するシステムを構築します。これにより、さまざまな市民の声を職員全体に周知することで、市民満足度の向上を目指します。

	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	苦情・要望処理システムの構築
【広聴相談課】
	
	・システムの構築、データの入力
	・システムの構築、データの入力
	・システムの構築、データ入力
	・データ入力終了後、掲載様式を設定し、職員ポータルに掲載


【基本方針】２　市民と協働のまちづくりの推進
【重点項目】２－１　市民主体のまちづくり

これからの本市のまちづくりに関し、地域の活性化を図るためにも今まで以上に市政への市民の理解と参加が重要です。市民と行政との役割分担を明確にしながら、市民及び市民団体を始めＮＰＯ（特定非営利活動法人）や企業等の多様な担い手が市政に積極的に参加できる仕組みを構築し、活力あるまちづくりを進めます。
【改革項目】２－１－１　協働まちづくり条例に基づく市民参加の具体化

協働まちづくり条例に基づく市民参加の各種手続きについて、施策を周知するための市民及び職員を対象とした説明会を実施し、市の重要な取組みへの市民の積極的な参加を促します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	市民政策提案制度の検討
【協働まちづくり課】
	・市民参加の手法として、協働まちづくり条例に市民政策提案制度を規定
	
	
	
	

	パブリックコメント手続実施要領の策定
【協働まちづくり課】
	・実施要領の策定に向けて、座間市協働まちづくり条例骨子案の中で検討
	
	
	
	

	協働まちづくり条例に基づく市民参加の各種手続きの制度化
【協働まちづくり課】
	
	・協働まちづくり条例施行（19年9月）　意見公募、公聴会、市民説明会、審議会等及び市民政策提案の各手続の制度化
	
	
	


【改革項目】２－１－２　市民の地域活動等へのサポート体制づくり

市民活動の支援として、市内で公共的な地域活動、まちづくり活動、奉仕活動などに取り組んでいる団体を把握し、その自主的な活動に対する市の援助体制を整備するほか、ボランティアを始めとする市民参加の促進に積極的に取り組みます。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	協働まちづくり条例に基づく市民サポート体制の確立
【協働まちづくり課】
	・制度化に向けて、協働まちづくり条例に基づく指針の検討
	・市民と行政が協働のまちづくりに担うべき役割を示した協働まちづくり推進指針を策定
	・市民活動サポートセンター20年9月設置(390団体登録20年12月末現在）

・市民活動サポートセンター情報サイト「ざまっと」20年9月導入(40団体登録20年12月末現在）
	
	


【改革項目】２－１－３　団塊世代等の技術、知識等の伝承

団塊世代の市民に、その培った技術や豊かな知識をボランティア活動や生涯学習活動を通じて地域社会に還元していただくため、また、公共サービスの担い手として積極的に参画していただくための方策を具体化します。

	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	団塊世代を中心とした市民参加の推進
【まちづくり専門部会】
	・団塊世代等の市民参加について、全国的な事例の調査、研究

・団塊世代等を対象としたアンケート調査実施準備

・地域社会に生かすことを目的とした「団塊世代等生き活きプラン」（仮称）検討
	・団塊世代等２千人を対象にアンケートを実施（回収率41％）

・アンケート結果を踏まえ、生涯学習、地域・ボランティア活動、健康づくり、就労の四つの取組からなる「団塊世代等生き活きプラン」策定
	・「団塊世代生き活きプラン」に基づく事業の進捗管理
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【改革項目】２－１－４　安全・安心なまちづくりの推進

市民と行政が一体となり、災害対策及び防犯対策を充実させることで、良好な住環境を整備します。災害に強い安全、安心なまちづくりのため、市民が地域の防災の主体となる自主防災組織を育成、強化するほか、災害時に大量に発生する廃棄物を円滑に処理し、生活基盤の早期回復、生活環境の改善を目的とした災害廃棄物処理基本計画を策定します。また、災害や防犯情報の速やかな提供を目指したメール配信サービスを検討します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	防災などの緊急情報に関するメール配信サービス
【メール配信サービス専門部会】
	
	・緊急情報のメール配信サービスを19年9月より開始

・座間警察署と「犯罪情報等の提供に関する協定」を締結し、犯罪情報等についても10月より情報提供を開始
	
	
	

	防犯対策の推進

【安全対策課】
	・青色回転灯車両によるパトロール実施
・清掃車両（２５台）のテープを防犯啓発用テープに変更
・市内の全自治会にタスキを配布し、あいさつ運動を展開
・全自治会の参加による防犯パトロールの実施
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	地域防災計画の改訂及び自主防災組織の育成・強化
【安全対策課】
	・地域防災計画の改訂
・自主防災組織の重要性・必要性についての講話やビデオ上映などを実施
・各種訓練の実施、防災意識の普及啓発
	・自主防災組織を新たに5組織結成

・自主防災組織による各種訓練、講話、県防災センター見学など計61件を実施
	・自主防災組織を新たに1組織結成（計115組織）

・自主防災組織による各種訓練、講話、県防災センター見学など計60件を実施
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	災害廃棄物処理基本計画の策定
【資源推進課】
	・座間市、海老名市、綾瀬市のごみを処理している高座清掃施設組合の一般廃棄物処理基本計画及び地域計画の策定に合わせ、三市清掃行政連絡協議会で検討
	・策定に向けての資料収集を実施
	・廃棄物の一時保管場所を確保するための調査を実施したが、避難場所となる公共施設の利用は困難なため、県に保管場所の確保を要望
	・廃棄物の一時保管場所を確保するための調査を継続実施
	・災害廃棄物仮置場の確保についての庁内調整
・計画の策定に向けた関係機関との調査及び調整
≪未完了≫


【改革項目】２－１－５　環境施策の効果的な取組み

環境保全行政施策推進指針に基づき、さまざまな方策を検討、実施し、良好な環境保全を継続して推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	環境保全に対する新たな方策の策定
【環境専門部会】
	・ごみの減量化、再使用、再資源化等を図るための方策「ごみの減量化・再使用・再資源化等を図る施策について」を検討
	・ごみ処理の現状と課題を抽出
	・本市及び海老名市、綾瀬市、高座清掃施設組合において「一般廃棄物処理基本計画」20年3月策定
	
	

	分別収集の推進によるごみの減量化
【資源推進課】
	・資源物とごみの分別カレンダー、資源物分別ガイド、ミックスペーパー分別袋を市内全世帯へ配布
	・製品プラスチック及び廃食用油の分別回収に向けた調査、研究
	・本市及び海老名市、綾瀬市、高座清掃施設組合で策定した「一般廃棄物処理基本計画」（20年3月策定）に基づき、製品プラスチック及び廃食用油の分別収集の調査、研究
	・製品プラスティック及び廃食用油の分別収集施設の視察
	・廃食用油の収集は、23年度10月から実施予定
・製品プラスチックは、収集体制等の検討及び協議
≪未完了≫

	座間市地球温暖化防止実行計画に基づく温室効果ガスの排出抑制
【環境対策課】
	・地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき、温室効果ガスの排出抑制等のための実行計画を改定
	・計画に基づき温室効果ガス排出量を抑制し、市施設の温室効果ガス排出量を広報へ掲載
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	ＩＳＯ１４００１に関する取組の充実
【環境対策課】
	・市立保育所、児童館及びコミュニティセンターへのISO14001の19年度導入に向け、管理職及び保育所職員への研修実施
	・市立保育所について、19年11月にISO14001の認証を取得
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	学校版環境ＩＳＯの推進
【教育指導課】
	・学校版環境ISO検討委員会を立ち上げ、「レッツ・トライひまわり環境ISO」要綱作成
	・学校版環境ISO要綱に基づいた各学校の活動計画の認定、実施

（主な取組内容）節電・節水の徹底、教室から出るごみの分別及び削減、プルタブ等の回収、裏紙の使用
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【改革項目】２－１－６　良好な住環境施策の推進

相模が丘、小松原、ひばりが丘地域のモデル地区で勉強会やワークショップなどを実施し、地域住民や事業者などで組織するまちづくり組織との協働による地区計画を推進します。
また、良好な景観を形成するために、景観条例（仮称）の制定及び景観計画の策定を目指します。このため、先進自治体の状況や本市の現状などを把握し、専門家の意見を聴くプロジェクトチームを設置します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	まちづくり組織による地区計画等の策定
【都市計画課】
	・相模が丘4丁目地区及びひばりが丘、小松原の工業地域における地区計画策定に向けた地域課題の協議を実施
	・相模が丘4丁目地区及びひばりが丘、小松原の工業地域における地区計画策定に向けた検討
	・相模が丘４丁目地区及びひばりが丘、小松原の工業地域における地区計画の検討
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	景観条例（仮称）の制定に基づく景観の整備
【都市計画課】
	・庁内プロジェクト会議により景観計画、景観条例案の検討
・専門家、市民団体の代表、関係機関職員による景観計画等検討会議を設置
	・景観条例を20年3月に制定
	・景観条例に基づく、景観審議会の設置・運用、全市の景観計画の策定、特定景観計画区域の指定
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【基本方針】３　市民に信頼される効率的な行財政運営の推進

【重点項目】３－１　財政基盤の安定・強化

地方税及びその他の使用料・手数料の収納率の向上、さらには受益者負担の適正化の推進等により、自主財源の確保に努めるとともに、財源の効率的・重点的な配分に努め、事業の必要性、緊急性等の選択と費用対効果の検証、徹底を図るとともに、民間活力の有効利用を一層推進し、絶えず経営感覚を堅持し弾力性のある効率的な行財政運営を推進します。
また、公営企業については計画性、透明性の高い企業経営を推進するため、中期経営計画の策定、業績評価の実施、積極的な情報提供にも努めます。
《財政基盤の安定》

【改革項目】３－１－１　経常的経費の削減

義務的経費（人件費、扶助費など）を除く経常的経費について、徹底的に見直し、節減、合理化に努めるとともに、予算を厳正に執行します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	効率的な予算執行
【財政課】
	・消耗品費、印刷製本費食料費の削減
	・消耗品費、印刷製本費食料費の削減
	・消耗品費、印刷製本費、食糧費の削減
	・消耗品費、印刷製本費、食料費の削減に努めたが増加
	・予算編成段階で増加となったため効果額不算定

	
	効果額4,794千円
	効果額23,802千円
	効果額7,577千円
	効果額△328千円
	

	ＩＰ電話の導入
【管財課】
	・19年度導入に向けた庁内調整、実施準備
	・ＩＰ電話の供用を19年10月より開始
	・19年10月実施のため9月まで効果額算定（交換機のリースの関連で20年度の効果額を19年度に前倒しで計上したため、20年度の効果額はマイナス）
	
	

	
	
	効果額2,926千円
	効果額△2,539千円
	
	

	小・中学校コピー機の契約方法の変更
【教育管理課】
	・リース方式からオールカウンター方式（コピー枚数による単価契約）への変更（18年7月実施）
	・実施（19年6月まで効果額算定）
	
	
	

	
	効果額1,837千円
	効果額448千円
	
	
	

	小・中学校における簡易印刷機の契約方法の変更
【教育管理課】
	・小・中学校の簡易印刷機をリース契約から購入へ変更
	
	
	
	

	
	効果額910千円
	
	
	
	

	例規集の貸与部数及び契約内容の変更
【文書法制課】
	
	
	
	・部長級以上職員への紙例規集貸与の廃止(55部→30部に削減)
・単価契約から定額制へ契約方式の変更

・新ソフト導入により、利便性向上
	

	
	
	
	
	効果額1,567千円
	

	男女共同参画事業におけるパソコンリースの解約
【市民人権課】
	
	
	
	・実施

	

	
	
	
	
	効果額146千円
	

	防犯灯のＬＥＤ灯への変更
【安全対策課】
	
	
	
	
	・19灯変更

※　交換に伴う委託料の財源は再編交付金のため市負担なし

	
	
	
	
	
	効果額23千円


【改革項目】３－１－２　自主財源の強化及び依存財源の確保

国や県からの依存財源（交付金、支出金など）の確保に努めます。また、自主財源確保の観点から市税等の収納向上、未利用市有地の有効な活用方法の検討、有料広告物の媒体の拡大などを継続して推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	有料広告物の媒体の拡大
【財政課】

【行政改革推進課】
	・実施

（媒体）広報紙、窓口用封筒
	・実施

（媒体）給与明細、広報紙、市ホームページ、市民便利帳
	・実施

（媒体）給与明細、広報紙、市ホームページ、情報誌
	・実施

（媒体）広報紙、ホームページ、刊行物、給与明細、窓口封筒
	・実施
（媒体）広報紙、ホームページ、庁舎モニター、刊行物、給与明細

	
	効果額620千円
	効果額1,286千円
	効果額1,091千円
	効果額2,281千円
	効果額3,461千円

	未利用地の売却の推進
【土地政策課】
	・実施
	・実施
	・実施
	・実施
	・実施

	
	効果額26,581千円
	効果額96,589千円
	効果額17,536千円
	効果額4,524千円
	効果額10,160千円

	収納向上対策の推進【収納課】
	・第2・4土曜日の納税窓口の開設
・管理職職員による臨戸徴収
・市税収納嘱託員による臨戸訪問
	・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・管理職職員による臨戸徴収、電話催告
	・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・市税収納嘱託員による臨戸訪問

・任期付職員による市外在住者の滞納整理
	・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・市税収納嘱託員による臨戸訪問

・任期付職員による市外在住者の滞納整理
	・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・市税収納嘱託員による臨戸訪問

・任期付職員による市外在住者の滞納整理

	
	効果額44,130千円
	効果額17,445千円
	効果額38,779千円
	効果額13,928千円
	効果額29,893千円

	収納向上対策の推進【清掃課】
	
	
	・臨戸徴収
	・臨戸徴収、電話催告
	・臨戸徴収、電話催告

	
	
	
	効果額24千円
	効果額247千円
	効果額34千円

	収納向上対策の推進【国保年金課】
	
	・非常勤職員、徴収嘱託員による徴収

・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・管理職職員による臨戸徴収、電話催告
	・非常勤職員、徴収嘱託員による徴収

・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・管理職職員による臨戸徴収、電話催告
	・非常勤職員、徴収嘱託員による徴収

・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・管理職職員による臨戸徴収、電話催告
	・非常勤職員、徴収嘱託員による徴収

・第2・4土曜日の納税窓口の開設

・管理職職員による臨戸徴収、電話催告

	
	
	効果額31,527千円
	効果額25,066千円
	効果額28,572千円
	効果額18,640千円

	収納向上対策の推進【子育て支援課】
	
	・民間保育所への保育所保護者負担金収納事務の委託
・催告状送付、電話催告、入所更新時面接
	・民間保育所への保育所保護者負担金収納事務の委託

・催告状送付、電話催告、入所更新時面接
	・民間保育所への保育所保護者負担金収納事務の委託

・催告状送付、電話催告、入所更新時面接
	・民間保育所への保育所保護者負担金収納事務の委託

・催告状送付、電話催告、入所更新時面接

	
	
	効果額13,546千円
	効果額9,427千円
	効果額5,256千円
	効果額3,036千円

	収納向上対策の推進【長寿介護課】
	
	・臨戸徴収、電話催告の実施

・保険料徴収員による臨戸訪問の実施

・納付書の送付に際し、65歳到達者に口座振替申請書を同封し、口座振替を推奨
	・管理職職員による臨戸徴収、電話催告

・徴収嘱託員による徴収
	・管理職職員による臨戸徴収、電話催告

・徴収嘱託員による徴収
	・管理職職員による臨戸徴収、電話催告

・徴収嘱託員による徴収

	
	
	効果額2,820千円
	効果額2,882千円
	効果額1,570千円
	効果額1,823千円

	収納向上対策の推進【水道業務課】

【下水道課】
	
	・料金の徴収及び未納者に対する給水停止を委託し、未収金を解消
	・料金の徴収及び未納者に対する給水停止を委託し、未集金を解消
	・料金の徴収及び未納者に対する給水停止を委託し、未集金を解消
	・料金の徴収及び未納者に対する給水停止を委託し、未集金を解消


	
	
	効果額8,755千円
	効果額6,763千円
	効果額6,777千円
	効果額21,923千円

	収納向上対策の推進【建築・住宅課】
	
	・臨戸徴収、電話催告の実施
・高額滞納者に対する明渡し、住替え等の措置による滞納額の抑制
	・臨戸徴収、電話催告、呼び出しによる明け渡しの勧告等による納付指導
	・電話催告、夜間の臨戸訪問

・常習(高額)滞納者については、入居者及び連帯保証人への呼び出し等を実施
	・電話催告、夜間の臨戸訪問

・常習(高額)滞納者については、入居者及び連帯保証人への呼び出し等を実施

	
	
	効果額668千円
	効果額968千円
	効果額903千円
	効果額1,497千円


※収納向上対策の推進は１８年度まで収納課ですべての効果額を集約、１９年度以降は各課で効果額を算出
【改革項目】３－１－３　市債務の解消

義務的経費（人件費、扶助費など）を抑制し、将来の財政負担を軽減するため、市債の繰上げ償還や借換え、土地開発公社からの買取りなどにより、早期に債務の解消を推進し、財政運営の一層の健全化に努めます。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	土地開発公社からの買取り
【財政課】
	・芹沢公園用地買取りにより、利子軽減に努めた。
	・芹沢公園用地の買取りによる利子軽減
	・芹沢公園用地の買取りによる利子軽減
	・芹沢公園用地買取りによる利子軽減
	

	
	効果額298千円
	効果額676千円
	効果額1,306千円
	効果額1,603千円
	

	借換債
【財政課】
	・借換債（総合福祉センター）の実施による利子軽減
	・借換債（文化会館、体育館、市庁舎、健康センター等）の実施による利子軽減
	・借換債（文化会館、体育館、市庁舎、健康センター等）の実施による利子軽減
	・借換債（市民文化会館、市民体育館、市庁舎、市民健康センター等）の実施による利子軽減
	・借換債（市民文化会館、市民体育館、市庁舎、市民健康センター等）の実施による利子軽減

	
	効果額107,764千円
	効果額96,067千円
	効果額88,594千円
	効果額70,402千円
	効果額46,536千円


【改革項目】３－１－４　使用料・手数料等の適正化

使用料及び手数料などを見直し、受益者負担の適正化について検討し、実施します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	公共施設利用者の受益者負担適正化の検討【事務事業専門部会】
【財政専門部会】
	
	・受益者負担の適正化に向けた検討、資料収集
	・方針策定
	・「公共施設の使用料設定に当たっての基本方針」を策定し、全庁に周知
	

	ごみ収集有料化の検討
【資源推進課】
	・座間市、海老名市、綾瀬市による三市清掃行政連絡協議会県部会において、課題及び検討項目の抽出
	・三市清掃行政連絡協議会で調査、研究
	・三市清掃行政連絡協議会で検討
	・有料化実施市の視察
	・３市協議会での検討及び方向性の結論

	生活保護世帯の粗大ごみ収集手数料減免の廃止
【資源推進課】
	・18年8月より生活保護世帯の粗大ごみの収集手数料の減免措置廃止
	・廃止（19年7月まで効果額算定）
	
	
	

	
	効果額26千円
	効果額20千円
	
	
	

	生活保護世帯の生活排水処理手数料及びし尿収集手数料減免の廃止【清掃課】
	・18年8月請求分より生活保護世帯の減免措置廃止
	・廃止（19年7月まで効果額算定）
	
	
	

	
	効果額46千円
	効果額15千円
	
	
	

	生活保護世帯の水道料金及び下水道使用料減免の段階的廃止
【財政課】

【下水道課】
	・生活保護世帯の水道料金及び下水道使用料の減免率の引き下げ（18年度70％減免へ）
	・生活保護世帯の水道料金及び下水道使用料の減免率の引き下げ（19年6月から70％→40％）
	・生活保護世帯の水道料金及び下水道使用料の減免の廃止（20年6月）
	
	

	
	効果額3,422千円
	効果額3,251千円
	効果額4,707千円
	
	

	社会福祉施設の水道料金及び下水道使用料減免の段階的廃止
【財政課】

【下水道課】
	・社会福祉施設の水道料金及び下水道使用料の減免率の引き下げ（18年度7％減免へ）
	・社会福祉施設の水道料金及び下水道使用料の減免率の引き下げ（19年6月から7％→4％）
	・社会福祉施設の水道料金及び下水道使用料の減免の廃止（20年6月）
	
	

	
	効果額749千円
	効果額646千円
	効果額1,146千円
	
	

	駐輪場有料化の検討
【安全対策課】
	・相模が丘地区の駐輪場の有料化を検討した結果、敷地が賃貸借であり、有料化には相応の施設整備が必要で、返却時の再整備経費を考慮すると費用対効果が見込めないため実施しないと結論
	
	
	
	

	市民大学講座受講料の有料化
【生涯学習推進課】
	・実施

講義時間540分以下の場合受講料1,000円、講義時間540分以上の場合受講料1,500円
	
	
	
	

	
	効果額356千円
	
	
	
	

	小・中学校屋内運動場使用の有料化
【スポーツ課】
	・導入に向けた検討
	・近隣市の導入状況についての調査

・適正な料金について検討
	・学校含めた関係機関との調整、料金について検討
	・金額、徴収方法の検討
	・利用者団体との調整

	公共的施設の粗大ごみ収集手数料減免の廃止
【資源推進課】
	
	・廃止に向けた検討
	・公共的施設の粗大ごみ収集手数料減免の廃止
	
	

	
	
	
	効果額54千円
	
	

	障害者及び母子家庭等の粗大ごみ収集手数料減免の受付個数の制限
【資源推進課】
	
	・実施に向けた検討
	・障害者及び母子家庭等の粗大ごみ収集手数料減免の受付個数を５個に制限
	
	

	
	
	
	効果額264千円
	
	


【改革項目】３－１－５　市単独事業の精査及び適正化

福祉給付事業における市単独事業の在り方についての庁内検討結果に基づき、給付事業を見直します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	重度心身障害者介護手当て支給事業の見直し
【障害福祉課】
	・重度障害者介護手当の支給対象を継続介護期間6カ月以上から11カ月以上に変更、居宅サービスの利用者及び就労者、通学・通園者を介護する場合にも支給対象から除外
	
	
	
	

	
	効果額3,540千円
	
	
	
	

	重度身体障害者補装具給付事業の見直し
【障害福祉課】
	・住民税課税世帯の重度障害者の補装具購入の１割負担を実施（18年10月実施）
	・実施（19年9月まで効果額算定）
	
	
	

	
	効果額338千円
	効果額454千円
	
	
	

	障害者医療費支給事業の給付割合の見直し
【保健医療課】
	・身体障害者3・4級及び知的障害者Ｂ1・Ｂ2の保険診療費について1割負担を実施（18年10月実施）
	・実施（19年9月まで効果額算定）
	
	
	

	
	効果額57,714千円
	効果額30,075千円
	
	
	

	給付事業の見直し
【長寿介護課】
	・高齢者理髪・美容サービス事業の支給枚数を年6枚から4枚へ変更
・ねたきり老人寝具乾燥等事業の寝具乾燥及び丸洗い乾燥を、年12回から年6回へ変更
・緊急通報システム電話貸与事業の緊急通報の第1通報先を、社会福祉法人への委託から、消防本部へ変更
・敬老祝金支給事業の88歳祝金を1万円から8千円へ変更
	
	
	
	

	
	効果額3,497千円
	
	
	
	

	生活支援型訪問介護事業の廃止
【長寿介護課】
	
	・廃止

	
	
	

	
	
	効果額1,319千円
	
	
	


【改革項目】３－１－６　庁用車管理運用の適正化

庁用車の管理運用状況を考慮した上で、必要最小限の買替えを基本に特殊車両も含めたリース化について検討します。また、小型化が可能なものは軽自動車へ変更するなど、今後も適正な管理と経費の削減に努めます。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	庁用自動車の減車、軽自動車化
【各担当課】
	・管財課所有車両2台の軽自動車化

・水道業務課1台の軽自動車化
	
	・福祉支援課所有車両1台の廃車
・水道工務課所有車両2台の廃車
	・水道工務課所管車両1台の軽自動車への変更及びリース化
	・福祉支援課所有車両2台の軽自動車への変更及びリース化

	
	効果額778千円
	
	効果額3,832千円
	効果額1,039千円
	効果額1,581千円

	庁用自動車のリース化
【管財課】
	・庁用車のリース化の検討
	・管理に掛かる人件費コストを考慮し、車両の更新は原則としてリース化することを決定
	
	
	


《行政運営の効率化》
【改革項目】３－１－７　事業の改善、実施方法の検討

現在実施している事業について、市民と行政の役割分担及び効率性や有効性の向上、事業の性質による公平な費用負担の観点から、改善や見直しを実施します。また、委託業務に関して、固定観念にとらわれずに内容や委託先などを再検討します。また、各種補助金についても、常にその効果を検証し、公益性、効率性、公平性などの観点から見直しを実施していきます。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	事業の見直し、適正負担の見直し、委託事業の再検討
【事務事業専門部会】
【財政専門部会】
	・行政の役割分担、効率性や有効性などの向上の観点から、①事業見直しを行い、改善すべき事項の発見、②改善方策の模索、③手段等の正当性、④受益者負担の在り方について策定中
	・全予算事業について、公共性や実施主体の妥当性を評価し、改善方策を報告

※一部は本実行計画の実施項目として掲載

例）結婚相談事業の廃止、葬祭具貸出し事業の減免及び使用料の見直し等
	
	
	

	民間活力有効利用推進指針の策定

【行政改革推進課】

	・市民サービスの向上、経費削減、事務効率化の観点から事務事業を見直し、必要に応じて民間活力を有効利用するための指針策定
	
	
	
	

	補助金の支出に係る事務手続きの適正化

【事務事業専門部会】
【財政専門部会】
	
	・補助金の交付及び評価についての基準「補助金交付事務要領」を策定
	
	
	

	補助金の見直し
【渉外課】
	
	
	
	
	・基地返還促進等市民連絡協議会運営補助金の削減

	
	
	
	
	
	効果額130千円

	補助金の見直し
【政策課】
	
	
	・統計調査員協議会補助金の削減
	・市統計調査員協議会補助金の削減
	・市統計調査員協議会補助金の削減

	
	
	
	効果額50千円
	効果額50千円
	効果額20千円

	補助金の見直し
【職員課】
	・職員厚生会補助金の削減
	・職員厚生会補助金の削減
	・職員厚生会補助金の削減
	・職員厚生会補助金の削減
	

	
	効果額1,900千円
	効果額1,000千円
	効果額200千円
	効果額2,800千円
	

	補助金の見直し
【協働まちづくり課】
	・市民ふるさとまつり実行委員会補助金の削減
	・市民ふるさとまつり実行委員会補助金の削減
	・市民ふるさとまつり実行委員会補助金の削減
	・市民ふるさとまつり実行委員会補助金の削減
	・市民ふるさとまつり実行委員会補助金の削減

・自治会活動育成補助金の削減

	
	効果額551千円
	効果額449千円
	効果額300千円
	効果額200千円
	効果額1,147千円

	補助金の見直し
【安全対策課】
	・交通安全協会の削減
	
	・防犯協会補助金の廃止
	・交通安全協会補助金の削減
	・交通安全協会補助金の削減

・交通安全対策協議会補助金の削減

	
	効果額50千円
	
	効果額325千円
	効果額900千円
	効果額339千円

	補助金の見直し
【市民人権課】
	
	・人権擁護委員会補助金の削減
	
	
	

	
	
	効果額8千円
	
	
	

	補助金の見直し
【商工観光課】
	・商工会一般事業費補助金

・商工会経営改善普及事業費補助金

・地域ポータルサイト補助金

・商店街近代化事業補助金
・特産品認定協議会補助金
・座間工業会補助金
	・県央地域連合補助金の削減

・勤労者サービスセンター補助金の削減

・商工会一般事業補助金の削減

・商工会経営改善普及事業補助金の削減

・工業会補助金の削減

・大凧まつり補助金の削減

・特産品認定協議会補助金の削減

・商店街近代化事業補助金の地域ポータルサイト補助金との統合に伴う削減
	・商店街近代化事業補助金の削減

・特産品認定協議会補助金の削減

・商工会事業補助金の商工会経営改善普及事業補助金との統合に伴う削減
	・商業活性化対策イベント事業補助金の削減

・商店街近代化事業補助金の削減

・商工会事業補助金の削減

・特産品認定協議会補助金の削減
	・商業活性化対策イベント事業補助金の削減

・商店街近代化事業補助金の削減

・商工会事業補助金の削減

・特産品認定協議会補助金の削減

・座間工業会補助金の削減

・日本労働組合総連合会神奈川県連合会県中央地域連合事業補助金の削減

・座間市勤労者サービスセンター補助金の削減

・ストリートガーデン補助金の削減

・勤労者住宅資金利子補助の上限・期間見直し

・中小企業信用保証料補助の上限見直し

	
	効果額165千円
	効果額1,090千円
	効果額90千円
	効果額734千円
	効果額4,235千円

	補助金の見直し
【農政課】
	
	
	
	・園芸生産振興対策補助金の削減

・認定農業者連絡会運営事業補助金の削減

・新田掘用水組合運営事業補助金の削減
	・農地景観植栽事業補助金の削減

・園芸生産振興対策補助金の削減

・畜産生産振興対策補助金の削減

・新田掘用水組合運営事業補助金の廃止

	
	
	
	
	効果額840千円
	効果額1,159千円

	補助金の見直し
【福祉支援課】
	・遺族会補助金の削減
	
	
	
	・遺族会補助金の削減

	
	効果額35千円
	
	
	
	効果額3千円

	補助金の見直し
【長寿介護課】
	
	
	
	
	・地域老人クラブ活動事業補助金の削減

・老人クラブ連合会活同事業補助金の削減

・移送サービス事業運営費補助金の削減

	
	
	
	
	
	効果額250千円

	補助金の見直し
【子育て支援課】
	
	・園児服購入費補助金の廃止
	
	
	・保育士補助金の削減

・保育会補助金の削減

	
	
	効果額360千円
	
	
	効果額322千円

	補助金の見直し
【保健医療課】
	・内科・小児科診療事業補助金の削減
	・内科・小児科診療事業補助金の削減
	
	
	・内科・小児科診療事業補助金の削減

	
	効果額1,365千円
	効果額2,688千円
	
	
	効果額3,925千円

	補助金の見直し
【都市計画課】
	・まちづくり推進団体運営事業補助金の削減
	・まちづくり推進団体運営事業補助金の削減
	・まちづくり推進団体運営事業補助金の削減
	・まちづくり推進団体運営事業補助金の削減
	

	
	効果額50千円
	効果額50千円
	効果額100千円
	効果額50千円
	

	補助金の見直し
【公園緑政課】
	・桜並木維持管理事業費の削減
	
	
	
	

	
	効果額7千円
	
	
	
	

	補助金の見直し
【消防総務課】
	
	
	
	
	・女性消防隊運営交付金の削減

・歳末火災特別警戒交付金の廃止

	
	
	
	
	
	効果額180千円

	補助金の見直し
【教育管理課】
	
	
	
	・中学校体育連盟補助金の削減
	

	
	
	
	
	効果額14千円
	

	補助金の見直し
【学校教育課】
	・学校教職員互助会事業補助金の削減
	
	
	・市立学校教職員互助会補助金の削減
	・市立学校教職員互助会補助金の削減

	
	効果額300千円
	
	
	効果額300千円
	効果額400千円

	補助金の見直し
【教育指導課】
	
	
	
	・中学校部活動奨励補助金の削減
	・小学校教育研究会補助金の削減

・中学校教育研究会補助金の削減

	
	
	
	
	効果額84千円
	効果額118千円

	補助金の見直し
【生涯学習推進課】
	・ざま生涯学習コーディネーター連絡会育成補助金の削減
	
	・ＰＴＡ連絡協議会育成補助金の削減

・文化協会育成費補助金の削減
	・生涯学習コーディネーター連絡会育成補助金の削減

・無形文化財後継者育成補助金の廃止
	・生涯学習コーディネーター連絡会育成補助金の廃止

・ＰＴＡ連絡協議会育成補助金の削減

・地域婦人団体連絡協議会育成補助金の削減

・指定無形文化財後継者育成補助金の廃止

	
	効果額5千円
	
	効果額65千円
	効果額60千円
	効果額190千円

	補助金の見直し
【青少年課】
	・子ども会育成会連絡協議会補助金の削減
・青少年健全育成連絡会補助金の削減
	
	
	・ボーイ・ガールスカウト育成補助金の削減
	・子ども会育成連絡協議会運営等補助金の削減

・青少年健全組織運営補助金の削減

・ボーイ・ガールスカウト育成補助金の廃止

	
	効果額114千円
	
	
	効果額42千円
	効果額316千円

	補助金の見直し
【スポーツ課】
	
	・レクリエーション協会運営費補助金の削減
	・各種スポーツ大会奨励補助金の削減
	・市民レクリエーション大会運営補助金の削減
	・スポーツ大会奨励補助金の削減

・スポーツ少年団運営費補助金の削減

	
	
	効果額90千円
	効果額30千円
	効果額200千円
	効果額220千円

	補助金の見直し
【図書館】
	－
	－
	・視聴覚教育研究協議会補助金の廃止
	
	

	
	
	
	効果額30千円
	
	

	補助金の見直し
【選挙管理委員会事務局】
	
	
	
	
	・明るい選挙推進協議会補助金の削減

	
	
	
	
	
	効果額18千円

	口座振替申請処理業務の見直し
【収納課】
	・口座振替申請処理事務を受付簿管理やコピーによる関連課への伝達方法等をホストコンピューター等によるシステム管理へ変更
	
	
	
	

	
	効果額1,376千円
	
	
	
	

	介護給付事業の見直し
【長寿介護課】
	・ねたきり老人等おむつ等支給事業の支給上限額を決定
・ねたきり老人等介護手当支給事業の対象者要件を、要介護4.5で8カ月以上在宅の高齢者を介護する者から、1年のうち入院期間が90日を超えずかつ過去1年間介護サービスの利用がない在宅の高齢者を介護する非課税世帯に属する者へ変更

・独居老人等配食サービス事業委託先変更
	
	
	
	

	
	効果額26,259千円
	
	
	
	

	家庭飼育動物の死畜処理業務の廃止
【清掃課】
	
	・廃止

	
	
	

	
	
	効果額82千円
	
	
	

	結婚相談事業の廃止
【福祉支援課】
	
	・廃止
	
	
	

	
	
	効果額471千円
	
	
	

	老人性白内障眼鏡等助成事業の廃止
【長寿介護課】
	
	・廃止

	－
	－
	

	
	
	効果額50千円
	
	
	

	緑化づくり事業の見直し
【公園緑政課】
	
	・廃止

	－
	－
	

	
	
	効果額609千円
	
	
	

	口座振替希望債権者への振込通知書の廃止
【会計課】
	
	・廃止

	－
	－
	

	
	
	効果額880千円
	
	
	

	要保護及び準要保護児童・生徒就学援助事業の認定基準の見直し
【教育管理課】
	
	・実施

	－
	－
	

	
	
	効果額14,359千円
	
	
	

	福祉ミニバス運行事業の廃止
【長寿介護課】
	
	・廃止

	－
	－
	

	
	
	効果額10,851千円
	
	
	

	敬老祝金等支給事業の見直し
【長寿介護課】
	
	・77歳への祝金5,000円支給を、祝い品に見直し
	－
	－
	・給付対象年齢の見直し

	
	
	効果額1,990千円
	
	
	効果額1,375千円

	農業委員の選挙委員の削減
【農業委員会事務局】
	
	・農業委員定数適正化検討委員会において定数の削減を決定
	・選挙委員を12人から9人に3人削減（20年7月改選時に実施）
	（21年7月まで効果額算定）
	

	
	
	
	効果額1,195千円
	効果額597千円
	

	葬祭具貸出し事業の減免及び使用料の見直し
【福祉支援課】
	
	・事業の廃止の検討

	・廃止
	
	

	
	
	
	効果額1,156千円
	
	

	市議会議員定数の削減
【議会事務局】
	
	
	・市議会議員定数を26人から24人に2人削減（20年10月）
	（21年9月まで効果額算定）
	

	
	
	
	効果額8,068千円
	効果額7,866千円
	

	市長交際費の見直し
【秘書課】
	
	
	
	・市長交際費支出基準の見直し
	

	
	
	
	
	効果額735千円
	

	職員提案褒賞規定の見直し
【行政改革推進課】
	
	
	
	・職員提案の褒章見直し
	

	
	
	
	
	効果額58千円
	

	行政改革審議会委員の削減
【行政改革推進課】
	
	
	
	・行政改革審議会委員を14人から8人に6人削減
	

	
	
	
	
	効果額151千円
	

	違反広告物等撤去事業の廃止
【道路管理課】
	
	
	
	・屋外違反広告物撤去の委託を廃止
	

	
	
	
	
	効果額709千円
	

	名寄帳保存業務の見直し

【固定資産税課】
	
	
	
	
	・マイクロフィルム委託業務の削減

	
	
	
	
	
	効果額1,129千円

	気象情報提供委託の廃止
【安全対策課】
	
	
	
	
	・廃止


	
	
	
	
	
	効果額1,995千円

	環境マネジメントシステムの外部認証の廃止
【環境対策課】
	
	
	
	
	・市独自の環境システム導入による外部認証の廃止

	
	
	
	
	
	効果額1,182千円

	市民農園用地の賃借単価の見直し
【農政課】
	
	
	
	
	・市民農園の契約更新に伴い契約単価を変更（24年度までにすべて完了）

	
	
	
	
	
	効果額111千円

	高齢者入浴券支給事業の廃止
【長寿介護課】
	
	
	
	
	・廃止


	
	
	
	
	
	効果額1,423千円

	高齢者マッサージ等助成券支給事業の廃止
【長寿介護課】
	
	
	
	
	・廃止


	
	
	
	
	
	効果額5,904千円


【改革項目】３－１－８　行政評価システムの推進

少子高齢社会、分権型社会、地方財政のひっ迫、協働のまちづくりの推進などへの対応を進めるため、地方の自立がより一層求められています。これに対応する行政経営の手法として、行政評価システムを推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	事業評価、政策・施策評価の内部評価の効果的な実施方法の導入
【政策課】
	・事業評価については458事業（対前年47事業の増）、政策・施策評価については277事業（対前年47事業の増）を実施
	・施策評価書のダイジェスト版の作成を検討

・行政評価推進員（兼行政改革推進員）の研修について、全庁的な幅広い知識を習得することを目標に内容を改善
	・施策評価書のダイジェスト版の作成

・行政評価推進員研修改善実施

・政策評価の実施
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	外部評価への対応
【政策課】
	・行政評価の施策評価として、第三次総合計画の施策体系の41節を対象に、3人の外部評価委員（大学教授、公認会計士、企業経営者）による外部評価を実施
	・大学教授等の専門家で構成する外部評価委員による評価（２回目）
	・１９年度大学教授等で構成する外部評価委員の評価を受け、次期総合計画策定に当たっての基礎資料を作成
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	まちづくりのための市民アンケートの実施
【政策課】
	・行政評価の市民による評価として、アンケート実施（対象4,000人）
	・調査結果の分析、活用、次回実施方法の検討
	・まちづくりのための市民アンケート調査の実施

・調査結果の分析、活用
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【改革項目】３－１－９　広域行政の推進

行政に対する市民ニーズが多様化する中、各種の業務等を市町村間で相互に共同利用することにより、行政サービス及び市民の利便性の向上並びに効率的な事務遂行を目的とした広域行政の取組みについて検討します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	住民票等自動交付機の公共施設以外への設置
【政策課】

【戸籍住民課】
	・小田急相模原駅の駅複合ビル内への自動交付機の設置に向け相模原市及び銀行との調整
	・小田急相模原駅の駅複合ビル内の金融機関に設置
	
	
	

	高座広域都市行政協議会（海老名市、座間市、綾瀬市、寒川町）による広域的事業展開の検討
【政策課】
	・「災害時等における相互応援協力に関する協定」を締結
・目久尻川の魅力アップと広域的な事業展開について調査研究
	・広域行政職員研修会の実施

・協議会での広域的事業の協議
	・広域行政職員研修会の実施

・本市及び海老名市、綾瀬市、寒川町による広域的事業についての研究、協議
	
[image: image48]
	・本会の目的が達せられたことにより解散

	海老名市との広域行政研究会での取組
【政策課】
	・自動交付機の共同利用に向けた調査
・コールセンターの研究のため相模原市の事例調査及び視察
	・住民基本台帳カードを利用した相互活用について検討

・２市による連携事業の協議
	・２市による住民基本台帳カードの相互利用についての調査・研究及び協議を実施
	
[image: image49]
	・高座広域都市行政協議会の解散に伴い、綾瀬市を加えた３市での事務レベルの研究会発足により解散


【改革項目】３－１－１０　公会計制度改革への対応
財政状況の的確な把握や情報公開による透明性の確保、財政運営の効率化及び健全財政の一つの指針として、企業会計方式による財務諸表は有効な手段であり、より財政状況の把握が期待できることから、引き続き国の統一基準に沿った財務諸表を作成し、財務情報を分析します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	財務会計システムの更新と合わせた公会計制度改革への対応

【財政課】
	・財務会計システム更新とそれに合わせた企業会計手法の導入検討
	・作業部会での仕様検討、構築費用積算、導入パッケージ選定のための業者デモ
	・仕様決定、システム構築
	・システムテスト、首期資産仕訳
	・運用開始


【改革項目】３－１－１１　財務会計システムの更新
効率的に事務を遂行するため、財務会計システムを更新します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	財務会計システムの更新
【財政課】
	・財務会計システム更新に向け、電子決裁、公会計システム導入を含めたシステムの検証及び検討
	・作業部会での仕様検討、構築費用積算、導入パッケージ選定のための業者デモ
	・仕様決定、システム構築
	・システムテスト、データ移行作業、運用開始
	


【改革項目】３－１－１２　水道事業業務の効率化

水道料金に関する業務委託を統合することにより、効率的な事業運営を推進します。また、市内各所の水道施設の遠隔監視制御化を進めることで、配水管理所における水道施設運転管理業務の委託をさらに推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	水道料金に関する委託の統合
【水道業務課】
	・検針業務、精算業務及び滞納整理業務等の統合委託を実施するため、各業務の問題点等の検討
	・滞納整理業務及び検針業務の委託を19年10月に統合
	・滞納整理及び検針業務の委託に加え、窓口業務を20年10月に統合委託
	・窓口業務の委託による職員１人削減（9月まで効果額算定）
	

	
	
	効果額1,945千円
	効果額△1,422千円
	効果額4,450千円
	

	配水管理所の水道施設運転管理業務の委託
【水道工務課】
	・四ツ谷配水管理所の機能を集中管理し、遠隔監視を行うため、配水管理所受電設備の更新工事実施
	・運転管理業務の全面委託に向けた本庁における監視システムの構築
	・実施
	
	


【改革項目】３－１－１３　契約事務等の改善

統一的な契約体制を取るために、現在の使用貸借契約等（コピーの使用単価等）の契約事務を担当課から契約担当部署で行うことについて検討を行うとともに、入札手続及び入札資格の申請、また認定等の事務の見直しや効率化を図るために、神奈川県電子入札共同運営に参加し、庁内新財務会計システム構築に係る調整・検討をします。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	使用貸借契約等の契約事務を契約担当部署で行うことについての検討
【契約検査課】
	・使用貸借契約等は、競争原理が働き、全庁的に必要とする契約であれば、契約担当部署で取り扱う要素があるので、これに該当する契約が発生した場合に、今後案件ごとに検討
	
	
	
	

	電子入札本格実施及び入札制度の改善
【契約検査課】
	・業者の認定及び管理、並びに入札結果情報等について、県及び県内市町村の共同運営による「電子入札システム」の利用開始
・条件付一般競争入札の拡大と入札手続きの改善を検討
	・電子入札システムの共同運用による本格実施
	
	
	


【改革項目】３－１－１４　ＩＴ化による業務改善の推進

行政文書を効率的に管理し、情報公開事務の電子化を推進するための総合文書管理システムの導入について調査・検証を行うなどＩＴを有効利用した業務改善を推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	文書管理システム導入の調査・検討
【文書法制課】

【情報推進課】

【電算システム課】
	・導入済みである相模原市及び厚木市の運用状況を調査したところ、国、県からの文書が紙文書であることや、紙文書での決裁が必要なものがあるため、導入による費用対効果が期待できず、導入しないと結論
	
	
	
	


【改革項目】３－１－１５　窓口サービスの充実

来庁者の負担軽減のため、申請書、窓口の総合一元化について検討します。また、市民からよくある問い合わせを項目別に分類することで、たらい回しをせずに対応することのできるコールセンターの設置について、その有効性を検討します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	申請書の総合一元化
【戸籍住民課】
	・申請書、窓口の総合一元化検討部会を立ち上げ、申請書の統一化、窓口の統合、フロアマネージャーの導入、自動受付システム、証明発行システム等を検討
	・窓口業務を有する14課でプロジェクトチームを編成し、一元化可能な申請書の抽出及び統一手法の検討を実施
	・複写式、併記式等による申請書の統一の検討
	・複写式、併記式等による申請書の統一の結論
	・住民票の写し及び印鑑登録証明書の申請書統合
・総合窓口に向けた税関係証明書申請書の様式策定

	窓口の総合一元化の検討
【戸籍住民課】
	
	・市民の導線を考慮した1階窓口の配置の検討

・税関系窓口の一元化を検討
	・１階窓口の配置についての検討

・税関係窓口一元化検討

・総合窓口の実施に向けた庁内受付業務窓口の一元化の検討
	・23年度の機構改革に合わせた総合窓口での実施業務の選定
	・総合窓口の実施に向けた計画策定及び庁内受付業務窓口の一部実施にかかる準備

	コールセンターの設置の検討
【広聴相談課】
	・本市におけるコールセンター設置の有効性を検証するため、実施自治体の調査・研究を実施
	・設置自治体の調査、研究に基づく検討を実施
	・設置自治体の調査及び調査結果に基づく検討
	・検討の結果、費用対効果が低いため開設しないと結論
	


【改革項目】３－１－１６　市税・国民健康保険税の収納代行窓口の充実

市民税等の納付方法を増やし、市民サービスの充実を図るため、コンビニエンスストアでの収納代行の導入について検討します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	コンビニエンスストアでの収納代行導入の方向性についての検討
【収納課】
	・コンビニ納税事務委託検討部会で検討を行い、初期投資及び経費が高額になること及び導入が収納率の向上にあまり効果をもたらさないことから、現段階では導入しないと結論
	
	
	
	


【改革項目】３－１－１７　上下水道料金の口座振替仲介サービスの推進

上下水道料金の口座振替を推進することで、安定的な収入を確保するため、希望者には金融機関への口座振替の手続きを市が代行する仲介サービスの継続を検討します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	口座振替仲介サービスの推進
【水道業務課】
	口座振替の加入代行945件
	・18年度から実施したが、費用対効果を検討し、廃止
	
	
	

	
	効果額385千円
	
	
	
	


【改革項目】３－１－１８　事業運営の適正化の推進

学校給食については、学校給食全般の課題について研究し、将来における学校給食の在り方の検討をします。保育については、市立保育所の今後の方向性について、施設の管理運営方策を検討します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	学校給食の在り方の検討
【学校教育課】
	・自校方式とセンター方式、直営と委託の二つの観点で検討
	・学校給食優良校視察を実施し、調理形態や調理業務方式などの調査・検討を実施
	・小学校給食について、給食調理員の退職不補充による外部委託を順次導入、当面は自校調理を継続
	
	

	学校給食への民間委託導入
【学校教育課】
	
	
	
	・給食調理業務等の民間委託導入に向けた準備
	・給食調理業務等の民間委託導入に向けた準備
≪未完了≫

	市立保育所の在り方の検討

【子育て支援課】
	・公立保育園のあり方検討に関する懇話会を設置し、3回の意見交換を実施
	・再整備計計画の策定検討
	・座間市公立保育園の在り方の「提言」について担当課で最終検討
	・市として方向性を決定後、次世代育成支援後期行動計画と調整
	・座間市認可保育園施設整備方針策定

	サン・ホープの管理方法の検討
【障害福祉課】
	
	・施設の特性から直営による管理を継続
	
	
	

	もくせい園の指定管理者制度への移行
【障害福祉課】
	
	・指定管理者制度への移行準備に伴い、訓練事業の委託を実施
	・指定管理者制度への移行
	
	

	
	
	効果額2,648千円
	効果額9,777千円
	
	

	児童デイサービスの民間委託の推進
【障害福祉課】
	
	
	・児童デイサービスの一部民間委託の実施
	・児童デイサービスの完全民間委託の実施
	

	
	
	
	効果額4,591千円
	効果額14,866千円
	

	し尿収集地区の見直し
【清掃課】
	・し尿収集地区を見直し、収集体制を3台から2台へ変更
	
	
	
	

	
	効果額7,000千円
	
	
	
	


【改革項目】３－１－１９　組織・機構の見直し

地方分権への対応、高度化・多様化する市民ニーズの把握と行政サービスへの反映など、行政課題に迅速かつ的確に対応し、総合的かつ機能的に施策を展開できる組織・機構を構築します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	組織・機構の見直し【組織・機構専門部会】
	
	・当市をモデル市として18年度に提言された市町村研修センターの「ＮＰＭ（新公共経営）における企画総務機能に関する研究」を基に、総合計画と組織・機構の連携について検討
	・素案策定
	・次期総合計画との調整
	・23年度に実施する新組織・機構(案)策定


【重点項目】３－２　明日を担う職員の育成と定員管理・給与制度の適正化

職員の政策形成能力を高めるため、経営感覚を持った総合的な市民に信頼される職員の人材育成を推進します。職場における業務の効率性を絶えず追求し、より適正な配置を行い退職者推計も含めた職員採用適正化計画の策定をいたします。また、給与、定員状況も公表し、市民理解を求めてまいります。
【改革項目】３－２－１　定員管理計画の策定、推進
事務事業の分析を幅広く行うことで、窓口業務等の民間活力の有効利用、再任用職員等に委ねられる分野の精査などにより、より効率的な職員配置と定員管理を実現すべく、平成２１年度から２４年度までの定員管理計画を策定、推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	定員管理計画の策定
【定員管理専門部会】
	
	・将来の退職者推計に基づき、新規職員採用計画及び再任用制度の活用を検討
	・21年度から24年度までの定員管理計画を策定
	・計画の検証及び次期計画の策定に向けた研究
	・24年度までの定員管理計画を一部修正

	定員管理計画の推進
【職員課】
	・総務省による「地方公共団体における行政改革の推進のための新たな指針(17年3月)」に基づき、19年度から23年度までの定員管理目標を18年3月に策定し実施

・17年4月1日現在職員数896人⇒18年4月1日職員数884人（12人削減）
	・18年4月1日現在職員数884人⇒19年4月1日職員数860人（24人削減）
	・19年4月1日現在職員数860人⇒20年4月1日職員数845人（15人削減）
	・20年4月1日現在職員数845人⇒21年4月1日職員数828人（17人削減）
	・21年4月1日現在職員数828人⇒22年4月1日職員数822人（6人削減）

	
	効果額106,992千円
	効果額177,192千円
	効果額108,000千円
	効果額122,349千円
	効果額41,094千円


【改革項目】３－２－２　人事評価制度の導入

職員の実績や能力を客観的に評価するために、能力本位の昇任や適材適所の人事配置を行う新たな人事管理制度を策定します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	人事評価制度の管理職への導入
【職員課】
	・副主幹以上を対象に試行実施
	・試行実施（継続）
	・試行実施（継続）
	・試行実施（継続）
	・試行実施（継続）

	人事評価制度の技能労務職を除く係長職以下職員への導入
【職員課】
	・主査以下の職員を対象に試行実施するための検討
	・主査以下の職員を対象に試行実施
	・試行実施（継続）
	・試行実施（継続）
	・試行実施（継続）

	人事評価制度の技能労務職への導入
【職員課】
	
	・導入方法の検討
	・人事評価シート策定
	・導入方法の検討
	・試行未実施、調査研究（継続）


【改革項目】３－２－３　職員意識改革の醸成

職員一人一人の自己改革を推進し、意欲と能力のある職員育成のために、人材育成基本方針に基づき、長期的、総合的な観点から政策形成研修等を充実強化します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	窓口対応等の市民サービスの充実

【意識改革専門部会】
	・データの共有と公開、職場研修と職員の説明責任、接遇マニュアルの改正の三点を検討し各担当において実施
	
	
	
	


【改革項目】３－２－４　地方分権時代に適応した職員の育成強化

職員一人一人の自己改革を推進し、意欲と能力のある職員育成のために、人材育成基本方針に基づき、長期的、総合的な観点から政策形成研修等を充実強化します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	人材育成基本方針に基づく研修の推進
【職員課】
	・基本研修として５講座実施

・特別研修として４講座実施

・派遣研修として市町村研修センター、(社)日本経営協会等が主催する各種実務即応研修に随時派遣
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	特別研修の見直し

【職員課】
	
	・パソコン研修を庁内研修から市町村振興協会研修センターへの派遣研修に切替え
	・パソコン研修の切替えに伴うパソコンのリース台数の削減
・消防職員、保健師、保育士等の専門職研修を担当課対応に変更
	
	

	
	
	効果額362千円
	効果額229千円
	
	

	派遣研修の見直し

【職員課】
	
	・研修実績の増加している実務即応型の派遣研修先である日本経営協会の会員となることにより経費を節減
	
	
	

	
	
	効果額29千円
	
	
	


【改革項目】３－２－５　給与制度等の適正化の推進

地方公務員の業務の性格や内容を踏まえつつ、市民の理解が得られるような、総合的な視点による給与制度等の適正化を推進します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	給与制度の見直し
【職員課】
	・職員給料を平均5.01％引き下げるとともに、きめ細かい勤務実績を反映するため、従来の1号級を4分割化

（18年10月実施。効果額継続算定）
	（効果額継続算定）
	（効果額継続算定）
	（効果額継続算定）
	（効果額継続算定）

	
	効果額4,997千円
	効果額109,879千円
	効果額89,354千円
	効果額182,308千円
	効果額143,457千円

	各種手当等の見直し
【職員課】
	・特殊勤務手当の項目を統合、また、支給対象基準を日額から月額へ見直し

・交通機関及び交通用具を利用する２km未満の職員及び徒歩通勤の職員の通勤手当を廃止
	・特殊勤務手当、扶養手当、管理職手当の見直し
※地域手当、期末・勤勉手当は、給与制度の改定に伴うため、給与制度の見直しで算定（以下、同じ）
	・特殊勤務手当の見直し
	・住居手当の見直し

（21年12月）
	・住居手当の見直し（世帯主以外の住居手当）

（22年11月まで）

・勧奨退職の募集中止

	
	効果額10,888千円
	効果額48千円
	効果額7,209千円
	効果額7,270千円
	効果額29,886千円

	旅費の日当の廃止
【職員課】
	
	・廃止
	
	
	

	
	
	効果額4,051千円
	
	
	

	職員表彰制度の見直し

【職員課】
	
	・職員の勤続表彰（勤続20・30年）の記念品を廃止
	
	
	

	
	
	効果額368千円
	
	
	


【改革項目】３－２－６　人事交流の推進

自治体間の相互派遣及び民間企業等への研修交流を積極的に推進し、幅広い知識や技能の習得による業務の効率化を目指します。
	実施項目
	１８年度
	１９年度
	２０年度
	２１年度
	２２年度

	人事交流の推進
【職員課】
	・神奈川県、自治大学校、中央研修所への職員の派遣
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Ⅳ　取組結果年表
	年
	月
	実施内容

	１８
	４
	・職員数削減（８９６人から８８４人へ）

	
	
	・イントラネットを使用した情報伝達システム（職員ポータルシステム）を稼動

	
	
	・市内公共施設（１４施設）に指定管理者制度を導入

	
	
	・一部窓口の第２・４土曜日の午前中開庁（１８年９月までの試行）

	
	
	・水道料金、下水道使用料の減免規定の見直し（２０年３月までの２年間で段階的廃止）

	
	
	・行政改革施策等若手職員提言チームの提言に基づき、市ホームページにイベント情報カレンダーを開設

	
	
	・口座振替申請に関する処理事務について、受付簿管理やコピーによる関連課への伝達方法等をホストコンピューター等によるシステム管理へ変更

	
	
	・社会福祉施設及び生活保護世帯の水道料金（基本料金）及び下水道使用料の減免の段階的廃止（２０年度全廃）

	
	
	・重度心身障害者介護手当て支給事業の見直し（継続介護期間を６カ月以上から１１カ月以上に変更するとともに、居宅サービスの利用者及び就労者、通学・通園者を介護する場合にも支給対象から除外）

	
	
	・高齢者理髪・美容サービス事業の支給枚数を年６枚から４枚に変更

	
	
	・ねたきり老人寝具乾燥等事業の寝具乾燥及び丸洗い乾燥を、年１２回から年６回に変更

	
	
	・緊急通報システム電話貸与事業の緊急通報の第１通報先を、社会福祉法人への委託から、消防本部に変更

	
	
	・敬老祝金支給事業の８８歳祝金を１万円から８千円に変更

	
	
	・ねたきり老人等おむつ等支給事業について、支給上限額を設定

	
	
	・ねたきり老人等介護手当支給事業について、対象者の要件を要介護４・５で８カ月以上在宅の高齢者を介護する者から、１年のうち入院期間が９０日を超えず、かつ、過去１年間介護サービスの利用がない在宅の高齢者を介護する非課税世帯に属する者に変更

	
	
	・独居老人等配食サービス事業について、委託先を特養３法人及び社会福祉協議会から民間外食事業者へ変更

	
	
	・人事評価制度の管理職への試行実施

	
	６
	・市民大学の受講を有料化

	
	
	・生活保護世帯の生活排水処理手数料、し尿収集手数料減免、粗大ごみの収集手数料の段階的廃止

	
	７
	・小・中学校コピー機の契約方式をリース式からオールカウンター方式に変更

	
	
	・特殊勤務手当の見直し

	
	
	・証明書等の窓口配布用封筒に広告を掲載

	
	８
	・生活保護世帯の生活排水処理手数料、し尿収集手数料減免、粗大ごみの収集手数料の廃止

	
	１０
	・ミックスペーパーの分別袋を各戸配布

	
	
	・電子入札システムによる入札の一部開始

	
	１１
	・行政評価の外部評価である「まちづくりのための市民アンケート」を実施

	
	１２
	・民間活力有効利用推進指針の策定

	１９
	１
	・市ホームページの完全リニューアル及びＣＭＳの導入

	
	３
	・高座広域都市行政協議会（海老名市、座間市、綾瀬市、寒川町）で「災害時等における相互応援協力に関する協定」を締結

	
	４
	・職員数削減（８８４人から８６０へ）

	
	
	・生活支援型訪問介護事業の廃止

	１９
	４
	・家庭飼育動物の死畜処理業務の廃止

	
	
	・結婚相談事業の廃止

	
	
	・老人性白内障眼鏡等助成事業の廃止

	
	
	・緑化づくり事業の廃止

	
	
	・口座振替希望債権者に対する振込通知書の廃止

	
	
	・要保護及び準要保護児童・生徒就学援助事業の認定基準の見直し

	
	
	・福祉ミニバス運行事業の廃止

	
	
	・敬老祝金等支給事業の見直し（７７歳５千円から２千円相当の品物）

	
	
	・電子入札の全面実施

	
	
	・知的障害者援護施設もくせい園の訓練事業を一部委託

	
	
	・人事評価制度の技能労務職を除く係長以下職員への試行実施

	
	
	・パソコン研修を庁内研修から市町村研修センターの派遣研修へ切替え

	
	
	・日本経営協会の会員となり、研修経費を削減

	
	
	・旅費日当の廃止

	
	
	・管理職手当の見直し（支給率制から定額制）

	
	
	・職員の勤続表彰の記念品の廃止

	
	５
	・学校版環境ＩＳＯの実施

	
	６
	・市ホームページに消防、救急に関するコンテンツを開設

	
	７
	・団塊世代等を対象とした生涯学習、地域・ボランティア活動、健康づくり、就労に関する調査を実施

	
	９
	・協働まちづくり条例施行

	
	
	・緊急情報（建物火災、行方不明者、不審者、光化学スモッグ、イベント中止、その他緊急情報）のメール配信サービスを開始

	
	１０
	・座間警察署と「犯罪情報等の提供に関する協定」を締結し、犯罪情報等についてメール配信を開始

	
	
	・ＩＰ電話の導入

	
	
	・上下水道料金に係る滞納整理業務及び検針業務の委託の統合

	
	１１
	・市立保育所でＩＳＯ１４００１環境マネジメントシステムの認証取得

	
	１２
	・小田急相模原駅前の複合ビル内の金融機関に住民票等自動交付機を設置

	２０
	１
	・ホームページの作成にＣＭＳ（コンテンツ・マネジメント・システム＝ｗｅｂページ統合管理ソフト）を導入

	
	
	・庁用自動車のリース化方針の決定（予算示達時）

	
	３
	・団塊世代等生き活きプラン策定

	
	４
	・職員数削減（８６０人から８４５へ）

	
	
	・景観条例施行

	
	
	・葬祭具貸出し事業の廃止

	
	
	・障害者及び母子家庭等の粗大ごみ収集手数料減免の受付個数の制限（無制限から年間５個を上限）

	
	
	・公共的施設の粗大ごみ収集手数料減免の廃止

	
	
	・知的障害者援護施設もくせい園の指定管理者制度への移行

	
	
	・児童デイサービスの業務委託実施

	
	
	・パソコン研修の切替えに伴うパソコンリース台数の削減

	
	５
	・補助金交付事務要領策定

	
	７
	・農業委員の選挙委員の削減（１２人から９人）

	
	
	・配水管理所の運転管理業務の全面委託

	
	９
	・市民活動サポートセンター開設

	２０
	１０
	・市議会議員定数の削減（２６人から２４人）

	
	
	・上下水道料金に係る窓口業務委託

	
	１１
	・行政評価の外部評価である「まちづくりのための市民アンケート」を実施

	
	１２
	・市民意識調査の実施

	
	３
	・定員管理計画（Ｈ２１～Ｈ２４）策定

	２１
	４
	・職員数削減（８４５人から８２８へ）

	
	
	・例規集の貸与部数及び契約内容の変更

	
	
	・男女共同参画事業におけるパソコンリースの解約

	
	
	・行政改革施策等若手職員提言チームの提言に基づき、有料広告取扱基本要綱の改正（広告主からの直接申込、物品提供を可能とする）

	
	
	・市長交際費の支出基準見直し

	
	
	・職員提案褒章規定の見直し（最優秀賞３万円を５万円、努力賞５千円を３千円）

	
	
	・行政改革審議会委員の削減（１４人から８人）

	
	
	・屋外違反広告物撤去委託の廃止

	
	８
	・公共施設の使用料設定に当たっての基本方針策定

	
	９
	・ホームページのバナー広告枠をページ上部へ４枠増設

	
	
	・財務会計システムの更新

	
	１２
	・住居手当の見直し（賃貸契約及び自家所有以外の者　月額６，４００円廃止）

	
	２
	・証明書用窓口配布封筒の有料広告による現物提供

	２２
	４
	・職員数削減（８２８人から８２２へ）

	
	
	・新名寄帳保存業務の見直し（マイクロフィル委託業務の削減）

	
	
	・環境情報提供委託の廃止

	
	
	・ＩＳＯ外部認証の廃止

	
	
	・市民農園用地の賃借単価の見直し（２４年度まで３年間）

	
	
	・高齢者入浴券支給事業の廃止

	
	
	・高齢者マッサージ等助成券支給事業の廃止

	
	
	・敬老祝金支給事業の見直し（８８歳８千円を祝品、７７歳２千円相当祝品廃止）

	
	５
	・勧奨退職の募集中止

	
	７
	・防犯灯のＬＥＤ灯への変更

	
	１０
	・第四次総合計画に合わせた、新組織・機構（案）策定

	
	
	・庁舎内へ行政情報（広告）モニター導入

	
	１１
	・２３年度以降の総合窓口及び各種申請書統合（案）策定

	
	３
	・事務処理ミス防止要領策定


Ⅴ　効果額一覧
[image: image58.emf]実施項目 性質 種類

H18 H19 H20 H21 H22 5年間累計

効率的な予算執行 物件費 事業見直し 4,794 23,802 7,577 -328 －

35,845

ＩＰ電話の導入 物件費 事業見直し － 2,926 -2,539 － －

387

小・中学校におけるコピー機の契約方法の変更 物件費 事業見直し 1,837 448 － － －

2,285

小・中学校における簡易印刷機の契約方法の変更 物件費 事業見直し 910 － － － －

910

例規集の貸与部数及び契約内容の変更 物件費 事業見直し － － － 1,567 －

1,567

男女共同参画事業におけるパソコンリースの解約 物件費 事業見直し － － － 146 －

146

防犯灯のLED灯への変更 物件費 事業見直し － － － － 23

23

広告媒体の拡大 歳入 自主財源確保 620 1,286 1,091 2,281 3,461

8,739

未利用地の売却の推進 歳入 自主財源確保 26,581 96,589 17,536 4,524 10,160

155,390

収納向上対策の推進 歳入 自主財源確保 44,130 74,761 83,909 57,253 76,846

336,899

土地開発公社からの買取り 普通建設費 利子軽減 298 676 1,306 1,603 －

3,883

借換債 公債費 利子軽減 107,764 96,067 88,594 70,402 46,536

409,363

生活保護世帯の粗大ごみ収集手数料減免の廃止 歳入 自主財源確保 26 20 － － －

46

生活保護世帯の生活排水処理手数料及びし尿収集手数料減免の廃止 歳入 自主財源確保 46 15 － － －

61

生活保護世帯の水道料金及び下水道使用料減免の段階的廃止 歳入 自主財源確保 3,422 3,251 4,707 － －

11,380

社会福祉施設の水道料金及び下水道使用料減免の段階的廃止 歳入 自主財源確保 749 646 1,146 － －

2,541

市民大学講座受講料の有料化 歳入 自主財源確保 356 － － － －

356

障害者及び母子家庭等の粗大ごみ収集手数料減免の受付個数の制限 歳入 自主財源確保 － － 264 － －

264

公共的施設の粗大ごみ収集手数料の減免の廃止 歳入 自主財源確保 － － 54 － －

54

重度心身障害者介護手当て支給事業の見直し 扶助費 事業見直し 3,540 － － － －

3,540

重度身体障害者補装具給付事業の見直し 扶助費 事業見直し 338 454 － － －

792

障害者医療費支給事業の給付割合の見直し 扶助費 事業見直し 57,714 30,075 － － －

87,789

高齢者等給付事業の見直し 扶助費 事業見直し 3,497 － － － －

3,497

生活支援型訪問介護事業の廃止 扶助費 事業廃止 － 1319 － － －

1,319

庁用自動車の減車・軽自動車化 普通建設費 事業見直し 778 － 3,832 1,039 1,581

7,230

口座振替申請処理業務の見直し 人件費 事業見直し 1,376 － － － －

1,376

介護給付事業の見直し 扶助費 事業見直し 26,259 － － － －

26,259

補助金の見直し 補助費 補助金削減 4,542 5,735 1,190 6,274 12,972

30,713

家庭飼育動物の死畜処理業務の廃止 物件費 事業廃止 － 82 － － －

82

結婚相談事業の廃止 物件費 事業廃止 － 471 － － －

471

葬祭具貸出し事業の廃止 扶助費 事業廃止 － － 1,156 － －

1,156

老人性白内障眼鏡等助成事業の廃止 扶助費 事業廃止 － 50 － － －

50

緑化づくり事業の見直し 物件費 事業見直し － 609 － － －

609

口座振替希望債権者に対する振込通知書の廃止 物件費 事業見直し － 880 － － －

880

要保護及び準要保護児童・生徒就学援助事業の認定基準の見直し 扶助費 事業見直し － 14,359 － － －

14,359

福祉ミニバス運行事業の廃止 扶助費 事業廃止 － 10,851 － － －

10,851

敬老祝金等支給事業の見直し 扶助費 事業見直し － 1,990 － － 1,375

3,365

農業委員の選挙委員の削減 人件費 人件費削減 － － 1,195 597 －

1,792

市長交際費の見直し 物件費 事業見直し － － － 735 －

735

職員提案褒賞規程の見直し 物件費 事業見直し － － － 58 －

58

行政改革審議会委員の削減 人件費 人件費削減 － － － 151 －

151

違反広告物等撤去事業の廃止 物件費 事業廃止 － － － 709 －

709

市議会議員定数の削減 人件費 人件費削減 － － 8,068 7,866 －

15,934

名寄帳保存業務の見直し 物件費 事業見直し － － － － 1,129

1,129

気象情報提供委託の廃止 物件費 事業廃止 － － － － 1,995

1,995

環境マネジメントシステムの外部認証の廃止 物件費 事業見直し － － － － 1,182

1,182

市民農園用地の賃借単価の見直し 物件費 事業見直し － － － － 111

111

高齢者入浴券支給事業の廃止 扶助費 事業廃止 － － － － 1,423

1,423

高齢者マッサージ等助成券支給事業の廃止 扶助費 事業廃止 － － － － 5,904

5,904

水道料金に関する委託の統合 人件費 民間委託 － 1,945 -1,422 4,450 －

4,973

口座振替仲介サービスの推進 物件費 事業見直し 385 － － － －

385

し尿収集地区の見直し 人件費 事業見直し 7,000 － － － －

7,000

もくせい園の指定管理者制度への移行 人件費 民間委託 － 2,648 9,777 － －

12,425

児童デイサービスの民間委託の推進 人件費 民間委託 － － 4,591 14,866 －

19,457

定員管理計画の推進 人件費 人件費削減 106,992 177,192 108,000 122,349 41,094

555,627

特別研修の見直し 物件費 事業見直し － 362 229 － －

591

派遣研修の見直し 補助費 事業見直し － 29 － － －

29

給与制度の見直し 人件費 人件費削減 4,997 109,879 89,354 182,308 143,457

529,995

各種手当の見直し 人件費 人件費削減 10,888 48 7,209 7,270 29,886

55,301

旅費の日当の廃止 物件費 人件費削減 － 4,051 － － －

4,051

職員表彰制度の見直し 補助費 事業見直し － 368 － － －

368

419,839 663,884 436,824 486,120 379,135 2,385,802

合計

（単位：千円）


１　歳出性質別の効果額
[image: image59.emf]歳出性質 H18 H19 H20 H21 H22 H18-H22

人件費 131,253 291,712 226,772 339,857 214,437 1,204,031

歳入 75,930 176,568 108,707 64,058 90,467 515,730

物件費 7,926 33,631 5,267 2,887 4,440 54,151

扶助費 91,348 59,098 1,156 0 8,702 160,304

公債費 107,764 96,067 88,594 70,402 46,536 409,363

補助費 4,542 6,132 1,190 6,274 12,972 31,110

普通建設費 1,076 676 5,138 2,642 1,581 11,113

計 419,839 663,884 436,824 486,120 379,135 2,385,802

歳出性質 H18 H19 H20 H21 H22 H18-H22

人件費 31.3% 43.9% 51.9% 69.9% 56.6% 50.5%

歳入 18.1% 26.6% 24.9% 13.2% 23.9% 21.6%

物件費 1.9% 5.1% 1.2% 0.6% 1.2% 2.3%

扶助費 21.8% 8.9% 0.3% 0.0% 2.3% 6.7%

公債費 25.7% 14.5% 20.3% 14.5% 12.3% 17.2%

補助費 1.1% 0.9% 0.3% 1.3% 3.4% 1.3%

普通建設費 0.3% 0.1% 1.2% 0.5% 0.4% 0.5%

計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

（単位：千円）
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２　行革種類別の効果額

[image: image60.emf]行革種類 H18 H19 H20 H21 H22 H18-H22

人件費削減 122,877 291,170 213,826 320,541 214,437 1,162,851

自主財源確保 75,930 176,568 108,707 64,058 90,467 515,730

事業見直し 108,428 76,302 9,099 3,217 5,401 202,447

事業廃止 0 12,773 1,156 709 9,322 23,960

利子軽減 108,062 96,743 89,900 72,005 46,536 413,246

補助金削減 4,542 5,735 1,190 6,274 12,972 30,713

民間委託 4,593 12,946 19,316 0 36,855

計 419,839 663,884 436,824 486,120 379,135 2,385,802

行革種類 H18 H19 H20 H21 H22 H18-H22

人件費削減 29.3% 43.9% 49.0% 65.9% 56.6% 48.7%

自主財源確保 18.1% 26.6% 24.9% 13.2% 23.9% 21.6%

事業見直し 25.8% 11.5% 2.1% 0.7% 1.4% 8.5%

事業廃止 0.0% 1.9% 0.3% 0.1% 2.5% 1.0%

利子軽減 25.7% 14.6% 20.6% 14.8% 12.3% 17.3%

補助金削減 1.1% 0.9% 0.3% 1.3% 3.4% 1.3%

民間委託 0.0% 0.7% 3.0% 4.0% 0.0% 1.5%

計 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

（単位：千円）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H18 H19 H20 H21 H22 H18-

H22

行革種類別の効果額割合

民間委託

補助金削減

利子軽減

事業廃止

事業見直し

自主財源確保

人件費削減


Ⅵ　総括
１　取組内容

第四次行革大綱は、平成１８年４月から平成２３年３月までの５年間を実施期間として策定しました。基本姿勢は、地方分権の自主・自立及び自己決定権の高まる中で、公平性、透明性の向上に努め、十分な市民への説明責任を果たすとともに、市民の協力と理解を得て一層の行政改革に努め、併せて協働のまちづくりを推し進め、簡素で効率的な行財政運営を図り、第三次総合計画で掲げた市の将来像である「みなぎる活力とやすらぎが調和するときめきのまち」づくりを目指すこととしました。基本方針には「市民が身近に感じる行政の実現」「市民と協働のまちづくりの推進」「市民に信頼される効率的な行財政運営の推進」の３項目を掲げ、この下に重点項目、改革項目を設定し行政改革に取り組みました。

この第四次行革大綱の期間である平成１８年度から２２年度までの５年間で取り組んだ主な項目としては、公共施設への指定管理者制度の導入、市ホームページへのＣＭＳ（コンテンツマネジメントシステム）導入、人事評価制度の試行実施、協働まちづくり条例の制定、緊急情報メール配信サービスの開始、上下水道料金に係る滞納整理業務及び検針業務並びに窓口業務の委託の統合、団塊世代等生き活きプランの策定、景観条例の策定、児童デイサービスの業務委託、市民活動サポートセンターの開設、有料広告に係わる規定の改正、公共施設の使用料設定に当たっての基本方針の策定、財務会計システムの更新、ひまわり環境システム導入によるＩＳＯ外部認証の廃止、事務処理ミス防止要領策定などが挙げられます。基本方針である「市民が身近に感じる行政の実現」「市民と協働のまちづくりの推進」を積極的に進めることができたと考えられます。

２　効果額

次に取組結果において、効果額が算定された項目を「Ⅴ　効果額一覧」でまとめています。５年間の累計で効果額の多かった改革項目としては「自主財源の強化及び依存財源の確保」「市債務の解消」「定員管理計画の策定・推進」「給与制度等の適正化の推進」が挙げられます。
また、効果額は歳出性質別、行革種類別の２通りでまとめています。歳出性質別としては、人件費（５０．５％）、歳入増加（２１．６％）、公債費（１７．２％）の３項目で８９．３％を占めており、大部分はこの３項目で構成されました。そのほかの項目では、扶助費（６．７％）で１億６，０３０万４千円の効果額がでており、このことは、第四次行革大綱における行政改革は、行政の内部努力だけではなく、広く市民にも理解いただきながら、進めることがてきたと考えることができます。次に行革種類別の効果額では、人件費削減（４８．７％）、自主財源確保（２１．６％）、利子軽減（１７．３％）、事業見直し（８．５％）の４項目で全体の９６％を占めており、効果額の大部分となっています。この４項目以外では、事業廃止、民間委託、補助金削減の３項目あり、事業廃止では、毎年の取組内容で大きく効果額に差が出ることと大部分が見直しを経た上での廃止となること、民間委託では、短期的な効果額が算定しづらいこと、補助金削減は、毎年見直しは行っているものの、補助金全体の総額が多くないことから、これら３項目の割合は合わせて４％程度となりました。

第四次行革大綱の３つの基本方針のうち実行計画取組結果の効果額として表れたのは、「基本方針３　市民に信頼される効率的な行財政運営の推進」でした。ほかの「基本方針１　市民が身近に感じる行政の実現」「基本方針２　市民と協働のまちづくりの推進」については、改善の内容が市民サービスの向上といった面が強く、効果額としては表れませんでした。

⑴　人件費削減

第四次行革大綱における、行政改革の効果額として最も比率の高い項目は、人件費の削減でした。この削減効果の基となる職員数の推移は表１のとおりです。計画の前年である平成１７年度と平成２２年度の職員数を見ると、７４人の職員数の削減をしています。この削減はすべて退職不補充によるものになります。職員１人当たりの平均給与６，８５０千円（平成２２年度人事行政の運営等の状況）として計算すると、５年間で１６億５，０８５万円の累積削減効果があったことになります。（取組結果では、職員数の削減は単年度のみの効果として算定としているため、効果額は異なります）

また、取組結果における歳出性質別効果額の５年間累計では１２億０，４０３万１千円、行政改革種類別効果額の５年間累計では１１億６，２８５万１千円とどちらで見ても１１億円を超えるの効果額が出ており、割合で見ても人件費及び人件費削減は約５０％を占めており、第四次行革大綱の期間における効果額の最も大きな要素となりました。

しかし、職員数の削減には限界があり、本市においても、徐々に限界に近づいてきています。職員の削減は、物件費（非常勤職員等）の増加にもつながっており、今後も市民サービスの低下につながらないよう注視しながら取組を検討していく必要があります。

表１　職員数の推移

	年　度
	17
	18
	19
	20
	21
	22
	計

	職員数(人)
	896
	884
	860
	845
	828
	822
	－

	対前年減(人)
	－
	△12
	△24
	△15
	△17
	△6
	△74

	対前年比(％)
	－
	△1.3
	△2.7
	△1.7
	△2.0
	△0.7
	△8.2


⑵　自主財源確保

第四次行革大綱の期間は社会情勢が大きく変化した期間であったといえます。この期間以前には、三位一体改革により、国庫補助負担金の廃止・縮減、税財源の移譲、地方交付税の一体的な見直しが行われましたが、性急な国庫補助負担金の廃止・縮減や不十分な財源移譲、地方交付税の見直しにより本市においても厳しい行財政運営をしいられることとなり、更に平成２０年に端を発したリーマンショックの影響から、平成２１・２２年度の税収減は深刻な状況となりました。こうした中で少しでも自主財源を確保しようと、さまざまな税や使用料、手数料において収納向上対策に努めました。市税、国民健康保険税では、任期付職員の雇用による滞納整理の強化や、休日窓口開庁による納税相談の強化などを実施し、毎年一定の効果を挙げています。また、新たなる自主財源の確保としては、未利用地の売却や有料広告の拡大などに積極的に取り組みました。自主財源の確保では５年間累計で、５億１，５７３万円の効果額が出ており、人件費削減に次ぐ大きな要素となりました。
３　今後の行政改革への取組
第四次行革大綱の取組結果の効果は、歳出状況（表２性質別歳出額）にも表れています。人件費の総額は、団塊世代の大量退職による多額の退職手当があったにも係わらず、この５年間で着実に減少しています。平成１７年度を基準として、平成１８年度から平成２２年度までの５年間で、２３億２，０３８万円の累積削減効果がありました。こうした行政改革の努力の一方で、最近の社会情勢不安は本市の歳出の増加につながっています。顕著に表れているのが扶助費で、平成１２年度から見ても右肩上がりに推移しています。平成１７年度を基準とした平成１８年度から平成２２年度までの５年間累計では、４９億５，８５１万円の増加となり、人件費削減の累積効果額の倍以上の額の増加となっています。
表２　性質別歳出額（人件費、物件費、扶助費、公債費）の推移
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単位：万円

人件費

824,874  829,765  825,230  802,281  772,357  813,513  840,377  782,100  747,124  738,227  727,699  728,467 

扶助費

365,458  411,437  443,368  504,726  553,155  569,162  587,749  627,899  669,475  756,049  700,489  796,479 

物件費

361,963  375,339  375,304  383,721  399,836  388,312  389,073  400,752  396,666  427,461  443,503  487,793 

公債費

396,079  383,014  384,543  369,090  359,903  347,214  349,382  439,341  372,409  369,743  366,708  361,654 

H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23


※１　Ｈ２１までは決算額、Ｈ２２・２３は予算額

２　Ｈ２２・２３の扶助費は、子ども手当支給事業費を除く。
第四次行革大綱期間の取組結果累計効果額は、２３億８，５８０万２千円となりましたが、こうした本市における行政改革の取組を遥かに上回る額の扶助費が毎年増加していることがわかります。今後は、これまで同様の行政改革の取組をさらに進めていくことはもちろんですが、こうした扶助費に対応した取組を進めていく必要があります。扶助費の増加は本市単独で解決できる問題ではありませんが、増加傾向にある扶助費を捻出するために、扶助費の中からも、現在行っているサービスの見直しや廃止なども検討し、聖域のない行政改革を進めていく必要があります。
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